
○世羅町伐採及び伐採後の造林の届出に関する事務取扱要綱 

令和２年11月30日告示第272号 

改正 

令和４年３月24日告示第50号 

世羅町伐採及び伐採後の造林の届出に関する事務取扱要綱 

（目的等） 

第１条 この要領は、森林法（昭和26年法律第249号）第10条の８第１項の規定によ

る伐採及び伐採後の造林の届出（以下「伐採等届出」という。）及び森林法（昭和

26年法律第249号）第10条の８第２項の規定による伐採及び伐採後の造林に係る森

林の状況報告（以下「状況報告」という。）の手続等に関し必要な事項を定める。 

２ この要領は、法令に規定する伐採等届出及び状況報告に関し、法令及び世羅町森

林整備計画の趣旨に沿って当該制度の適切な運用を図るために定めるものである。 

３ 第１項に定める事務については、この要領に定めるもののほか、森林法（昭和26

年法律第249号。以下「法」という。）、世羅町森林整備計画及び伐採及び伐採後

の造林の届出等の制度に関する市町村事務処理マニュアルについて（平成20年11月

４日付け林野庁森林整備部計画課長通知。以下「国マニュアル」という。）に沿っ

て事務処理を行う。 

（世羅町森林整備計画の遵守） 

第２条 法第５条に規定する区域において伐採等届出を行う者（以下「届出者」とい

う。）は、伐採等届出を行う際に世羅町森林整備計画を遵守するとともに、法令に

従い伐採等届出及び状況報告（以下「届出等」という。）を行わなければならない。 

２ 届出者は、世羅町森林整備計画に定める連続して１ｈａ以上の伐採（以下「一定

以上の伐採」という。）を行う場合、伐採区域を周辺住民等に周知する方法を伐採

等届出に記載し提出しなければならない。 

３ 前項の一定以上の伐採の考え方は、別紙１のとおりとする。 

４ 第２項の伐採等届出を行う場合において、伐採区域に複数の森林所有者が存在す

る場合、届出者は各森林所有者に、一定以上の伐採の全体計画を説明したうえで同

意を取らなければならない。 

５ 第２項に掲げる一定以上の伐採を行う者は、伐採等届出の提出前に、世羅町森林

整備計画に沿った施業を行うかどうかについて町長に事前に説明しなければならな



い。 

６ 前項による事前説明の際は、第３条第２項に規定する書類を提出するものとする。 

７ 第５項の事前説明がなされた場合、町長は届出内容及び世羅町森林整備計画の適

合状況について確認し、第３条第４項に準じ、法令に適合するよう資料の補正又は

追加提出を届出者に求めるものとする。 

（伐採等届出の事務処理） 

第３条 伐採等届出の様式は、伐採及び伐採後の造林の届出書（様式第１号。以下

「伐採届」という。）により行うものとする。 

２ 前項の伐採届に添付する書類は、別紙２の１～９に定める書類とし、伐採及び伐

採後の造林の届出書に関する確認リスト（様式第２号）にて確認を行うものとする。

ただし、別紙２の８については、別紙２の省略できる事例に該当する場合は添付を

省略できるものとする。 

３ 前項の規定について、届出者が過去の届出書に添付した書類（町が行政文書の保

存期間等を勘案し、期間を指定した場合は当該期間内の書類に限る。）と同一のも

のを添付する場合には、「〇年〇月〇日付け届出書に添付した書類と同一」と記載

した書面を添付することにより代替できるものとする。 

４ 町長は、第１項で定める伐採届が提出され、次に掲げる事項に該当する申請であ

ると認めた場合は、補正又は資料を追加提出させるものとする。 

(１) 提出された記載事項に不備や錯誤があった場合 

(２) 提出された書類を確認した結果、法令や世羅町森林整備計画に適合しないお

それがあると認める場合 

(３) 提出された書類の届出者について、林地台帳等で確認した結果と相違がある

場合 

５ 町長は伐採届を受理し内容を確認した結果、林地台帳等の記載が事実と相違があ

る場合は、法に規定する土地の所有者届等を活用し、林地台帳の記載内容を修正す

るものとする。 

６ 町長は、伐採届が提出された場合、その届出の内容が法令に違反せず、かつ世羅

町森林整備計画に適合すると認めた場合は、適合通知書（様式第３号）を、届出者

に通知するものとする。 

７ 前項の規定のうち、伐採跡地が森林以外の用途に供されることとなる場合は、前



項の規定によらず確認通知書（様式第４号）を、届出者に通知する。 

８ 伐採届に記載された伐採及び伐採後の造林の計画に従って施業が行われない場合

には、指導書（様式第10－１号）を送付し、なお従わない場合は施業の勧告及び遵

守命令（様式第11－１号）を行うとともに、法第208条の規定による罰則が適用さ

れる場合がある旨を届出者に伝える。 

９ 町長は、伐採届が提出された場合、その内容を広島県が提供する広島県森林情報

共有システム（以下「共有システム」という。）に登録するか、伐採届出及び状況

報告の管理台帳（様式第５号。以下「管理台帳」という。）に記録するものとする。 

（伐採及び伐採後の造林の状況報告） 

第４条 法第５条に規定する区域において状況報告を行う者（以下「報告者」とい

う。）は、伐採作業終了後30日以内に伐採に係る森林の状況報告書（様式第６号）

を、再造林又は天然更新が完了した日から30日以内に、伐採後の造林に係る森林の

状況報告書（様式第７号）を提出するものとする。 

２ 町長は、前項の報告を受け、現地調査又はその他の方法により森林の状況を確認

するものとする。なお、一定以上の伐採においては、前項の報告によらず、伐採届

の内容と現地に相違がないかについて適宜現地調査等を行うものとする。 

３ 町長は、第１項の手続が行われていない報告について整理するとともに、届出者

に対し「督促書（様式第８号）」により手続を行うよう督促するものとする。なお、

ここでいう届出者は、立木を伐採する者（伐採する権限を有する者）及び伐採後の

造林をする者（造林する権原を有する者）とする。 

４ 町長は、状況報告書が提出された場合、その内容を共有システムに登録するか、

管理台帳に記録するものとする。 

（伐採等届出の変更が生じた場合の事務処理） 

第５条 届出者は、伐採届の内容に従い伐採及び造林を行わなければならない。 

２ 届出書の受理後に届出者から伐採の計画等の変更の申出があった場合、伐採期間

の変更等世羅町森林整備計画との適合に影響のない軽微な変更については、既存の

届出書の補正により対応を行うものとする。伐採方法の変更等世羅町森林整備計画

との適合に影響を与える変更については、伐採途中である場合は、直ちにこれを中

止し、改めて伐採を開始する日前90日から30日までの間に届出者に対し伐採及び伐

採後の造林の変更届出書（様式第９号）の提出を求めるものとする。 



（無届伐採の事務処理） 

第６条 町長は、伐採届を提出することなく、森林法第10条の８第１項に規定する伐

採を行った森林所有者や伐採の権原を有する者（以下「無届伐採者」という。）を

発見した場合は、国マニュアルに従い、届出が提出されていない場所や行為者につ

いて現地調査を行い伐採区域の特定を行うとともに、関係者（森林所有者、無届伐

採者）に聞き取りを行うなど、違反行為の事実確認を速やかに行うものとする。 

２ 前項の調査の結果、町長が無届伐採を行ったと認める場合は、無届伐採者に対し、

原則として指導書（様式第10－２号）により通知するものとする。 

３ 違反行為の事実が確認された場合は、無届伐採者が初犯であって、届出制度を了

知・熟知していないと認められる、又は、錯誤によるなど、過失の程度が低いと判

断した場合は、てん末書（様式第12号）を提出させるものとする。 

４ 前項のてん末書が無届伐採者から提出された場合、次回同様の無届伐採を行った

場合には告発を行う旨を記載した指導書（様式第10－３号）を無届伐採者に通知す

るものとする。 

５ 前項の指導を行ってもなお伐採が中止されず、伐採の方法に関わらず次のいずれ

かに該当する場合は、伐採の中止を命ずる区域として当該伐採跡地を含む林班を超

えない区域を明示して中止命令（様式第11－２号）及び造林命令（様式第11－３

号）を行う。 

(１) 中止命令に係る基準 

ア 伐採跡地が世羅町森林整備計画において択伐による複層林施業を推進すべき

森林として定められており、引き続き伐採をしたならば法第10条の９第４項の

いずれかに該当すると認められる場合 

イ アに掲げる場合のほか、伐採跡地において行われた立木の伐採が世羅町森林

整備計画に定める施業の方法と著しく異なり、引き続き伐採をしたならば法第

10条の９第４項のいずれかに該当すると認められる場合 

(２) 造林命令に係る基準 

ア 雨滴浸食又は、地表流による表土の流亡が認められる場合 

イ 居住地域等に隣接する伐採跡地である場合 

ウ その他法第10条の９第４項各号のいずれかの事態の発生のおそれがあると認

められる場合 



６ 伐採事業者が、次に掲げる悪質な違反行為を行った場合は、速やかに広島県及び

警察と連携して対応を検討し、告発等を行うものとする。 

(１) 過去に伐採届を提出しているなど制度を了知・熟知していることが明らかに

も関わらず、無届伐採を行った場合 

(２) 森林所有者が特定可能な状況にも関わらず、故意に森林を伐採した場合 

(３) 「中止命令」を行った後も引き続き無断で伐採を行った場合 

(４) 「造林命令」を行った後、造林命令に記載した造林すべき期間までに植栽又

は天然更新が完了していない場合 

(５) その他町長が悪質な事例と認める場合 

（命令の記録） 

第７条 法第10条の９第１項、第３項及び第４項の規定による変更、遵守、伐採の中

止又は造林命令を行った場合には、命令した事項を命令記録簿（様式第13号）によ

り記録するものとする。 

（無断伐採の事務処理） 

第８条 町長は、森林所有者や伐採の権原を有している者から同意を得ることなく森

林法第10条の８第１項に規定する伐採を行ったもの（以下「無断伐採者」とい

う。）を発見した場合は、国マニュアルに従い、現地調査を行い伐採区域や事実確

認の特定を行うとともに、関係者（森林所有者、森林所有者や伐採の権原を有して

いる者から同意を得ることなく森林法第10条の８第１項に規定する伐採を行ったも

の（以下「無断伐採者」という。））に聞き取り等を行うなど、状況の事実確認を

速やかに行う。 

２ 前項の事実確認の結果、無断伐採と認められる場合は、県と連携して告発等の手

続を進めるものとする。 

附 則 

１ この告示は、令和２年12月１日から施行する。 

２ 町長は、事務処理要領の制定にあたり、事前に当該規定を、町民や森林所有者及

び伐採事業者等に周知するとともに、ホームページに掲載するものとする。 

附 則（令和４年３月24日告示第50号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 



（別紙１）一定以上の伐採の考え方（第２条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙２）伐採等届出に必要な書類（第３条関係） 

番号 必要な書類 内容 備 考 

１ 伐採届 様式第１号 

※森林所有者、伐採する者、伐採後造林をする

者全てが内容を確認したことを証するため、４

部作成し、１部は提出、３部については、各自

その１通を所持する。 

必須 

２ 添付資料が確認で

きる書類 

様式第２号 

※森林所有者、伐採する者、伐採後造林をする

者全てが内容を確認したことを証するため、４

部作成し、１部は提出、３部については、各自

その１通を所持する。 

必須 

３ 森林の位置図及び

区域図 

 

・国土地理院地図や森林計画図、空中写真等に

森林の位置及び伐採区域の外縁を明示したもの 

なお、町が認める方式により伐採区域が判別

できる座標値を伴った電子データがある場合

は、そのデータ提出をもって代えることができ

る。 

必須 

 

４ 本人確認書類 【法人の場合】 

・法人の登記事項証明書 

・法人番号を記載した書類 

・法人の名称及び所在地を記載した書類 

【法人でない団体の場合】 

・団体の規約 

・団体の組織及び運営に関する定めを記載し

た書類 

 

必須 



【個人の場合】 

・住民票の写し 

・個人番号カード（表面） 

・運転免許証 

・国民年金手帳 等 

５ 他の行政庁の許認

可の申請状況を記

載した書類 

・行政庁が発行した証明書、許認可証の写し 

・申請中の許認可については、許認可の種類、

申請先行政庁及び申請年月日を記載した書類 

・申請前の許認可については、許認可の種類、

申請先行政庁及び申請予定時期を記載した書類 

 

必須 

（別紙３に

該当する場

合） 

６ 土地の登記事項証

明書（準ずるもの

を含む）など、伐

採後の造林をする

権原を有すること

を証する書類 

※ 

 

・土地の登記事項証明書 

・土地の売買契約書 

・遺産分割協議書 

・贈与契約書 

・固定資産税納税通知書 

・伐採後の造林の受委託契約書 

・土地の賃借契約書 等 

必須 

７ 森林の土地の所有

者でない場合は、

森林を伐採する権

原を有することを

証する書類 ※ 

・立木の登記事項証明書 

・立木売買契約書 

・遺産分割協議書 

・贈与契約書 

・伐採の同意書・承諾書 

・伐採の受委託契約書 等 

 

 

必須 

（該当する

場合のみ） 



８ 隣接する森林の土

地の所有者と境界

の確認を行ったこ

とを証する書類 

 

・境界確認に立ち会った者の氏名や境界確認日

時など境界確認時の状況を記載した書類（様式

第14号） 

・隣接森林所有者の現地立会写真 

・隣接森林との境界に係る既存の資料の確認な

どの取組状況を説明した書類 等 

必須 

９ その他、町が必要

と認める書類 

・地元自治会、土地改良区、水利組合等の承諾

書、協議書 

・伐採及び集材に係るチェックリスト 

・搬出計画図（「３ 森林の位置図及び区域

図」に土場や集材路を図示したもの）。 

・他法令に基づく届出等の手続状況を説明する

書類 

・開発行為に関する計画書等（伐採跡地を森

林以外の用途に供する場合） 

など、地域の実情に応じて町の庁が必要と認

める書類 

必須 

（該当する

場合のみ） 

※ 林地台帳等で確認できる森林の土地の所有者との権原関係を証する書類の添付

が困難な場合には、以下の書面の添付も認められます。 

・森林の土地の所有権又は伐採後の造林をする権原に関する状況を記載した書面 

・伐採権原に関する状況を記載した書面 

第３条第２項 省略できる事例 

番号 事例 省略できる書類 

１ 

届出の対象となる森林の土地が隣接する森林

の土地との境界に接していないことが明らか

な場合（単木的な伐採など境界に隣接しない

場合） 

上記８ 



２ 

地形、地物その他の土地の範囲を明示するの

に適当なものにより届出の対象となる森林の

土地が隣接する森林の土地との境界が明らか

な場合（境界杭などにより境界が明らかな場

合） 

上記８ 

３ 

届出の対象となる森林の土地に隣接する森林

の土地の所有者との境界の確認を確実に行う

と認められる場合（誓約書の提出等により届

出後、伐採前に境界確認を実施することを明

らかにした場合） 

上記８ 

※ １～３について、過去３年の間に伐採に係る指導、勧告又は命令を受けていた

場合（他の市町村において行政処分等を受けていた場合を含む。）は、添付の省略

は認められない。 

 

 

（別紙３）立木の伐採等に係る法規制一覧表（第３条関係） 

区域の種類 規制法令の名称 規制対象となる行為 必要な許認可 

砂防指定地 砂防法 ・木竹の伐採 

・土地の形状の変更 

等 

県知事許可 

地すべり防止区域 地すべり等防止法 ・地下水を誘致する行

為 

・のり切、切土 等 

県知事許可 

急傾斜地崩壊危険区

域 

急傾斜地の崩壊によ

る災害の防止に関す

る法律 

・木竹の伐採 

・切土、盛土 等 

県知事許可 



土砂災害計画区域の

うち土砂災害特別警

戒区域 

土砂災害警戒区域等

における土砂災害防

止対策の推進に関す

る法律 

・特定開発行為 県知事許可 

宅地造成等工事規制

区域 

特定盛土等規制区域 

宅地造成及び特定盛

土規制法（Ｒ５施行

予定） 

・宅地造成 

・特性盛土 

・土石の体積 

県 知 事 （ 町

長）許可 

県自然環境保全地域 

（特別地区） 

県自然環境保全条例 ・建築物その他工作物

を新築、改築、増築 

・木竹の伐採 等 

県 知 事 （ 町

長）許可 

鳥獣保護区 

（特別保護地区） 

鳥獣の保護及び管理

並びに狩猟の適正化

に関する法律 

・工作物の新築。改

築、増築 

・木竹の伐採 等 

県知事許可 

史跡名勝天然記念物 文化財保護法 史跡名勝天然記念物の

現状変更 

文化庁長官許

可 

※ 国マニュアル（最終改正：令和４年12月） 「８ 立木の伐採等に係る法規制一

覧表」のうち、Ｒ５年２月１日時点で世羅町に該当があると確認できた区域（Ｒ５

年５月に施行予定の宅地造成及び特定盛土規制法に基づく特定盛土等規制区域を除

く。）を抽出してリスト化したもの 



様式第１号（第３条関係） 

 



 



 



 



様式第２号（第３条関係） 

 



 



様式第３号（第３条関係） 

 



様式第４号（第３条関係） 

 



様式第５号（第３条関係） 

 



様式第６号（第４条関係） 

 



様式第７号（第４条関係） 

 



 



様式第８号（第４条関係） 

 



様式第９号（第５条関係） 

 



 



 



 



様式第10－１号（第３条関係） 

 



様式第10－２号（第６条関係） 

 



様式第10－３号（第６条関係） 

 



様式第11－１号（第３条関係） 

 



様式第11－２号（第６条関係） 

 



様式第11－３号（第６条関係） 



 



様式第12号（第６条関係） 

 



様式第13号（第７条関係） 

 



様式第14号（第３条関係） 

 


